
 1 

 

資料 ３ 
                                   
 
 
 

再 評 価 対 象 
 

公園事業概要 

 

 

 

 

 

平成２０年１２月１６日 

 

国土交通省中部地方整備局 

木曽川上流河川事務所 

木曽川下流河川事務所 
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都市公園事業の再評価チェックリスト 
公園名 国営木曽三川公園 種 別 イ号国営公園 全体事業面積 ７０７．７

ｈａ

事

業

の

概

要 

国営木曽三川公園は、様々な自然環境、歴史文化を有する木曽三川の広大なオープン

スペースを活かし東海地方の人々のレクリエーション需要の増大と多様化に応えるこ

とを主な目的して整備されており、計画区域は愛知県、岐阜県、三重県の三県にまた

がり、総延長は１０７㎞に及びます。木曽三川の治水百周年に当たる昭和６２年に開

園し、平成２０年１０月末現在には２３９．１ha を供用中で、平成１９年度には約８

９０万人が利用しています。 

事業採択年度 昭和５５年度 
都市計画決定

年度 

【中央水郷地区】昭和５６年度 

【三派川地区】 昭和６２年度 

【河口地区】  平成１９年度 

用地着手年度 昭和５６年度 工事着手年度 昭和５６年度 

１．事業の必要性等 

利用圏域内の市街化状況、人口推移等、社会経済情勢の特段の変化 有 無

公園計画区域及び周辺の自然的環境等の特段の変化 有 無

重大な影響のある上位計画の変更 有 無

重大な影響のある周辺の類似施設の整備状況の変化 有 無

重大な影響のある関連する他事業等の進捗状況の変化 有 無

内  容  

１） 

事業を巡る

社会経済情

勢等の変化 

河川法の改正、木曽川水系河川整備計画の改定（平成 20 年度 3月 28 日） 

費用対効果分析結果 Ｂ／Ｃ （ ８．３６ ） 

総便益費（Ｂ）（13,021）億円  総費用（Ｃ）（1,557）億円 

便益の主な根拠 誘致圏域（100㎞）誘致圏（日帰り利用圏域）人口（964）万人 

費用対効果分析結果に影響を与える要因の変化  

２） 

事業の投資

効果 

 

計画全体事業費 

（うち用地費） 

８２２億円

２０４億円

投資事業費 

（うち用地費）

*５４３億円（進捗率６６％） 

*１２８億円（進捗率６３％） 

用地確保 

済面積 

５２.０ha 

(用地確保率 70%) 

既供用 

区域面積 

２３９．１ha

(供用面積率３４%) 
供用開

始年度 

昭和 62 

年度

未供用の場合、その理由  

３） 

事 業

の 

進 捗

状況 整備・計画中の区域については、全体のバランスを考慮しながら整備を行い、順次

開園してきます。 

２．事業の進捗の見込み 

今後の事業の進捗予定、目処及び進捗の見直し  

・供用区域の拡大に向け、現在、鋭意進捗しており、地元の公共団体等からの要望も寄せ

られている。 

３．コスト縮減や代替案立案等の可能性 

コスト縮減の検

討・実施の状況 

・剪定枝葉や刈草を園内で堆肥化 ・計画的な施設改修を実施 

・河川整備で発生する残土を公園の造成に利用 

代替案の検討状況 
・代替案：河川事業など都市公園事業以外の事業、県営・市営公園な

ど他の都市公園事業 

＊数値は平成２０年度末までの見込み値 


